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事 業 報 告

(平成22年 1月 1日から平成22年12月31日まで)
 
Ⅰ 会社の現況に関する事項 
 1. 事業の経過及びその成果 
 当事業年度（平成22年1月1日から平成22年12月31日まで）における我が国経済は、新興
国経済の成長を背景に一部の企業で収益の改善傾向が見られましたが、景気全般は足踏み
状態が続き、高水準の失業率、消費の低迷、デフレの継続など、国内需要に関しては回復
力が弱い状況にあります。 
情報サービス業界におきましては、ユーザ企業においてカスタムメイドのソフトウェ
ア開発を内製化したりグループ企業に発注する傾向が顕著になっており、また、構造的
な収益性の低下傾向に歯止めが掛からず厳しい経営環境で推移しております。 
このような状況の下、当社は、前事業年度後半より、販売費及び一般管理費をはじめ
とする固定費の徹底的削減、不採算事業の廃止及び人員の削減、選別受注の推進やプロ
ジェクト管理の強化による利益率の改善に取り組んでまいりました。一方で環境・エネ
ルギー等の今後成長が見込める分野をターゲットに、顧客視点に立った当社独自のソリ
ューションの企画・開発を推進しております。 
これらの結果、ソリューションサービス事業、エンジニアリングサービス事業全般に
おいて受注が回復し、生産部門の稼働率が上昇に転じたことにより、当事業年度の売上
高は2,419,762千円（前期比13.4％増）、営業利益は75,502千円（前期は235,508千円の
営業損失）、経常利益は80,136千円（前期は239,738千円の経常損失）、当期純利益は
66,439千円（前期は93,468千円の当期純損失）となりました。 

 
 2. 部門別営業の状況 
  部門別の概況は次のとおりであります。 
 ［ソリューションサービス］ 
製造業向けソリューションサービスの受注は回復基調にあり、業務の効率化を支援す
る自社ソリューション（見積構成チェックシステム：ＥＡＳＹコンフィグレータ、電子
パーツカタログ：ＰＬＥＸ）及び、ワークフローシステムが堅調に推移いたしました。
また、今後需要が見込める太陽光パネルの設計・積算システムの開発・販売に注力して
おります。 
ＧＩＳ関連業務は、民間分野における新規・リプレース案件の受注延期等の影響で、
稼働率が低下いたしましたが、新規ソリューションとして、公共・民間分野をターゲッ
トにしたオープンソースを用いた低価格ＧＩＳ（ＭａｐＡｉｄ＋）の販売を開始したほ
か、Google社から開発パートナーの認定を受け、クラウド型ＧＩＳサービスの提供を開
始いたしました。 
これらの結果、売上高は1,454,876千円（前期比5.0％増）となりました。 
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［エンジニアリングサービス］ 
前事業年度末にかけて、官公庁・地方自治体を中心に産業廃棄物関連業務や自動車交
通環境関連業務、空間情報関連業務等の受注が拡大し、社会資本整備に関連した防災関
連解析業務やアセットマネジメント業務の受注も堅調に推移いたしました。また、大規
模商業施設の出店支援業務において、前事業年度から開始した既存店舗の有効活用提案
や物件紹介支援の促進により計画初期段階からの事業参画が可能になりました。 
これらの結果、売上高は964,886千円（前期比29.1％増）となりました。 
 

 
 3. 設備投資等の状況 
当事業年度中に実施した設備投資の総額は11,063千円であり、主に情報化投資に伴う
ものであります。 

 
 4. 資金調達の状況 
  該当事項はありません。 

 
 5. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

  該当事項はありません。 
 

 6. 他の会社の事業の譲受けの状況 
  該当事項はありません。 

 
 7. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 
  該当事項はありません。 

 
 8. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 
  該当事項はありません。 
 
 9. 対処すべき課題 
現在、当社では、具体的に以下の項目が対処すべき課題であると考えております。 

 
(1) ビジネスモデルの多様化 
 当社の既存事業であるソリューションサービス、エンジニアリングサービスに関
連して、パッケージ販売、教育、サポート事業、デジタルコンテンツ作成事業、運
用サービス事業など周辺事業を展開することにより経営基盤の安定を図ります。 

(2) ソリューションメニューの拡大 
 当社のソリューションサービス、エンジニアリングサービスに関し、市場動向を
見極めながら新たなソリューションメニューの投入を図ります。 

(3) 人材の確保と育成 
 事業推進において最も重要な事項は人材の確保・育成であると考えております。
トータルエンジニアリングサービス技術の高度化を図るために、成果主義を基本に、
透明性が高い人事制度の構築に取り組んでまいります。  

 
株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご指導ご支援を賜りますよう、お願い
申し上げます。 
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 10. 財産及び損益の状況 
(単位：千円) 

 

区     分 
第 24 期 
平成18年12月期

第 25 期 
平成19年12月期

第 26 期 
平成20年12月期

第 27 期 
平成21年12月期 

第 28 期 
平成22年12月期 

売 上 高 5,424,875 2,846,844 2,644,671 2,133,070 2,419,762 

経 常 利 益 48,635 96,868 ― ― 80,136 

経 常 損 失 ― ― 127,603 239,738 ― 

当 期 純 利 益 53,348 113,378 ― ― 66,439 

当 期 純 損 失 ― ― 157,260 93,468 ― 

１株当たり当期純利益(円) 1,866 3,967 ― ― 2,326 

１株当たり当期純損失(円) ― ― 5,505 3,273 ― 

総 資 産 2,256,585 1,869,593 1,988,180 1,388,065 1,477,751 

純 資 産 1,127,254 1,239,954 1,081,991 988,071 1,054,766 
 

 

 11. 重要な親会社及び子会社の状況 

(1) 親会社との関係 

 当社の親会社はトランス・コスモス株式会社であり、同社は当社の株式を17,191株

（議決権比率60.21％）保有しております。 

 当社とトランス・コスモス株式会社との間には、技術支援及びシステム開発の取引

関係があります。 

 

(2) 重要な子会社の状況 

該当事項はありません。 
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 12. 主な事業内容 

(1) ソリューションサービス 
 パッケージソフトウェアのカスタマイズ 
① 地理情報システム 
② 住宅設備設計支援システム 
③ ３次元ＣＡＤシステム構築支援 
④ 電子マニュアルシステム 
⑤ 営業支援システム 
⑥ 電力系統運用システム 

 
(2) エンジニアリングサービス 
 環境、防災分野における解析技術及びＧＩＳを使用したサービスの提供 
① 環境調査・解析／シミュレーション（大気、風況、騒音、河川・湖沼・海域水質、
潮流等） 
② 防災土木解析（浸水・氾濫、河床変動、堤防安定、浸透流、地盤・耐震、液状化
対策等） 
③ 大店立地法等対応コンサルタント、環境アセスメント 
④ 環境・防災ＧＩＳ構築、環境・防災シミュレータ開発 
⑤ 環境改善事業コンサルタント（河川・湖沼水質改善等） 

 
  

13. 事業所及び営業所 

本  社 大阪市北区本庄東一丁目１番10号 RISE88 

東京オフィス 東京都文京区小石川五丁目41番10号 

 

14. 従業員の状況 
 

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

183 名 5 名(減) 38 才 4 ヶ月 8 年 7 ヶ月 
 
（注）従業員は就業人員であり、臨時雇用者数（10名）は含んでおりません。 

 
15. 主要な借入先 

  該当事項はありません。 
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 16. 剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する

方針 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題として認識いたしております。長期

的に安定した配当を維持継続しながら、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な

内部留保を確保していくことを基本方針にしております。 

 

 17. その他会社の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ 会社の株式に関する事項（平成22年12月31日現在） 

 1. 発行可能株式総数 111,000 株 

 2. 発行済株式の総数  28,554 株（自己株式30株を除く） 

 3. 株主数  1,128 名 

 4. 大株主（上位10名） 
 

株     主     名 持株数(株) 持株比率(％) 

ト ラ ン ス ・ コ ス モ ス 株 式 会 社 17,191 60.21 

大 浦 明 弘 1,020 3.57 

大  橋  俊 太 郎 564 1.98 

奥 田 昌 孝 560 1.96 

平 田  裕 489 1.71 

応 用 技 術 社 員 持 株 会 465 1.63 

大 阪 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 400 1.40 

矢 野 公 一 311 1.09 

浅 野  勉 266 0.93 

ヤ マ モ ト  ヤ ス ヒ ロ 155 0.54 

（注）持株比率は、当事業年度の末日における発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する

割合であります。 

 

 5. その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 



〆≠●0 
01_9384201302303.doc 
応用技術㈱様 事業報告書 11/03/17 20:47印刷 5/11 

 

― 6 ― 

Ⅳ 会社役員に関する事項 

 1. 取締役及び監査役に関する事項 
 

会社における地位 氏    名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 前 原 夏 樹 コーポレート推進本部長兼任 

常 務 取 締 役 船 橋 俊 郎 事業企画担当 

取 締 役 瀧  浪  壽太郎 トランス・コスモス株式会社 社外取締役 

取 締 役 本 田 仁 志 トランス・コスモス株式会社 執行役員経理
財務本部担当兼経営企画部長 

取 締 役 荻 野 正 人 トランス・コスモス株式会社 副理事関係会
社統括部投資管理部長 

常 勤 監 査 役 室 田 忠 久  

監 査 役 古 原 広 行 トランス・コスモス株式会社 管理本部長 
ティーシーアイ・ビジネス・サービス株式会
社 代表取締役 

監 査 役 諏訪原  敦  彦 トランス・コスモス株式会社 経営企画部国
内関係会社統括部長兼経理財務本部関係会社
経理部長 
株式会社Ｊストリーム 社外監査役 
  

（注）1. 監査役の古原広行氏及び諏訪原敦彦氏は、社外監査役であります。 
   2. 当事業年度中に就任した取締役及び監査役 

平成 22 年３月 30 日開催の第 27 期定時株主総会終結の時をもって、新たに船橋俊
郎氏、本田仁志氏及び荻野正人氏は取締役に、室田忠久氏及び古原広行氏は監査役
に選任され、それぞれ就任いたしました。 

   3. 任期満了により退任した取締役 
平成 22 年３月 30 日開催の第 27 期定時株主総会終結の時をもって、取締役上野山
芳治氏及び後藤攻氏は任期満了により退任いたしました。 

   4. 当事業年度において、取締役の会社における地位、担当及び重要な兼職の状況が次
のとおり変更されました。 

地位、担当及び重要な兼職の状況 
氏   名 

年 月 日 変更前 変更後 

船 橋 俊 郎 平成 22 年７月１日 取締役事業企画担当 常務取締役事業企画担当 
 
   5. 当事業年度中に辞任した取締役及び監査役は、次のとおりであります。 

氏   名 
退任時における地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

辞 任 日 

相 良   勇 常 勤 監 査 役 平成 22 年３月 30 日 

松 谷 正 幸 
監 査 役 

クレディネット株式会社 代表取締役
平成 22 年３月 30 日 

大 橋 俊太郎 取 締 役 平成 22 年６月 21 日 

谷 澤 寿 一 代表取締役社長 平成 22 年６月 30 日 
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 2. 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額及び員数 
 

区   分 員数 報酬等の額 

取 締 役  ５名 35,964千円 

監 査 役 

（うち社外監査役） 

 ３名 

  （１名） 

5,400千円 

（750千円） 

合   計 

（うち社外役員） 

 ８名 

  （１名） 

41,364千円 

（750千円） 

（注）1. 取締役の報酬限度額は、平成14年１月28日開催の第18期定時株主総会決議において
年額200,000千円以内(使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。)
と決議いただいております。 

2. 監査役の報酬限度額は、平成14年１月28日開催の第18期定時株主総会決議において
年額100,000千円以内と決議いただいております。 
3. 平成22年12月31日現在の取締役の員数は５名、監査役の員数は３名でありますが、
内取締役３名、監査役２名、退任取締役１名は無報酬であります。  
4. 上記には、当事業年度中に退任した取締役３名、監査役２名を含んでおります。 

 

 3. 社外役員に関する事項 

(1) 重要な兼職の状況ならびに当該兼職先との関係 

区 分 氏  名 兼 職 先 兼職内容 

トランス・コスモス株式会社 管 理 本 部 長 

社外監査役 古 原 広 行 ティーシーアイ・ビジネス・サ

ービス株式会社 
代 表 取 締 役 

トランス・コスモス株式会社 

経 営企画部国内 

関係会社統括部長 

兼 経理財務本部 

関係会社経理部長 
社外監査役 諏訪原 敦 彦 

株式会社Ｊストリーム 社 外 監 査 役 

（注）1. トランス・コスモス株式会社は当社の親会社であります。なお、当社とトランス・

コスモス株式会社との間には、技術支援及びシステム開発の受託取引があります。 

   2. ティーシーアイ・ビジネス・サービス株式会社は当社の兄弟会社であります。なお、

当社はティーシーアイ・ビジネス・サービス株式会社に対し、余資運用のため資金

の預け入れを行っております。 

    3.  株式会社Ｊストリームは当社の兄弟会社であります。なお、当社と株式会社Ｊスト

リームとの間には、重要な取引はありません。 
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 (2) 社外役員の主な活動状況 
 

区  分 氏  名 主  な  活  動  状  況 

社外監査役 古 原 広 行 

平成22年３月30日就任以来開催の取締役会14回のうち10回及

び監査役会5回の全てにそれぞれ出席し、議案審議等に必要

な発言を適宜行っております。 

社外監査役 諏訪原 敦彦 

当事業年度開催の取締役会16回及び監査役会7回の全てにそ

れぞれ出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま

す。 

 

(3) 責任限定契約に関する事項 

当社は、平成18年11月22日開催の臨時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社外

監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。 

当該定款に基づき当社が社外監査役全員と締結した責任限定契約の内容の概要は、次

のとおりであります。 

 

(社外監査役の責任限定契約) 

当会社は、会社法第427条第1項の規定により、社外監査役との間に、任務を怠ったこ

とによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。但し、当該契約に基づ

く責任の限度額は、100万円又は法令が規定する額のいずれか高い額とする。 
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Ⅴ 会計監査人に関する事項 
 1. 会計監査人の名称又は氏名 

 新日本有限責任監査法人 
 

 2. 会計監査人の報酬等の額 
  (1) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
                                 21,000千円 
  (2) 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 
                                 21,000千円 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、その合計額を記載しております。 

 
 3. 責任限定契約に関する事項 
    該当事項はありません。 

 
 4. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 
  (1) 解任の決定の方針 
     会社法第340条に定める解任事由に該当すると判断した場合。 
  (2) 不再任の決定の方針 
     会計監査人の監査体制や上記(1)の解任事由等を総合的に判断し決定いたします。 

 
Ⅵ 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項 
 当社は、取締役会において、会社法第362条第4項に基づく当社の「取締役の職務の執
行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を
確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」に関して、次のとおり
決議しております。 

 

1. 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
(1) コンプライアンス基本方針及びコンプライアンスマニュアル（行動規範）を定め、役
員及び従業員の行動や判断、評価についての基準となるべき原則を示し、全役員及び
全従業員に周知徹底しています。 
(2) コンプライアンス規程に基づき、コーポレート推進本部がコンプライアンスに関する
事項を一元管理し、コンプライアンス体制の構築と推進及び管理を実践しています。 
(3) 法令違反その他コンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、「内
部通報・相談窓口」を設置し、未然防止に努めています。また、情報提供者に対して
は「内部通報制度規程」に基づき不利益な扱いを行わない等の保護をしています。 
(4) 代表取締役社長直属の内部監査室を設けて、コンプライアンスの遵守状況を含めた内
部監査を年間計画に基づいて計画的に実施しています。 
(5) 会社の重要な業務執行に関する事項は、月１回の定例取締役会及び臨時取締役会で決
定しています。また、取締役会は、取締役の業務執行状況を監督しています。 
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（6）監査役は、取締役会で必要に応じ意見を述べ、また、取締役の職務執行状況に対し
必要に応じて改善を助言しています。 

（7）反社会勢力とは一切の関係をもたず、介入等に対しては組織全体として断固とした
姿勢で対応していきます。 

 

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
（1）代表取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき全社的に統
括する責任者に担当取締役を任命しています。 

（2）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理は、文書管理規程により文書又は電磁
的媒体に記録し保存・管理しています。 

（3）取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧することができます。 
 

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 想定されるリスク（多額の損失、不正や誤謬の発生）を未然に防止、若しくは最小限に
とどめることを念頭においたリスク・マネジメントの観点から、取締役会規程、稟議規程、
職務権限規程、業務管理規程等を制定しております。 
 また、取締役が善管注意義務を果たしていることを客観的に証明するために、取締役及
び使用人の職務執行の効率性確保を阻害することなく、リスク管理の各プロセスにおける
業務の文書化等の整備を進めていきます。 

 
4. 財務報告の適正性を確保するための体制 
 当社は、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠し、
財務報告に係る内部統制の有効性を評価、報告する体制を整備し運用します。 

 
5. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
（1）取締役が効率的に職務を執行するために、職務分掌及び職務権限に関する規程に基
づき職務権限と担当業務を明確にしています。 

（2）毎月開催される取締役会で、業績・業務執行のレビューを行い経営目標の達成状況
及び課題等を把握することで、効率的な業務遂行を図っています。 

（3）経営目標に関する重要な意思決定、重大な影響を及ぼす事項は、意思決定の迅速
化・効率化を図るため、執行会議に十分協議・検討した上で取締役会に付議を行い
ます。 

 
6. 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制 
当社は、トランス・コスモス株式会社の子会社であり、その企業集団の一員として企業
グループ全体として、業務の適正を確保することが重要であるとの基本認識をコンプライ
アンスの基礎としております。 
親会社においては「子会社に対する不当な取引の要求等を防止するための体制」が構築
されており、当社としては特段の体制を必要としておりませんが、当社の取締役会規程、
稟議規程、職務権限規程、業務管理規程等の適正な運用を通じ、親会社との不当な取引は
必然的に排除される仕組みを構築しております。 

 
7. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項 
（1）現時点では、監査役の職務を補助する使用人は置いていませんが、監査役から要請
された場合には、監査役と協議して設置します。 
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（2）監査役の補助者を置いた場合には、取締役からの独立性を確保するため、人事考課
及び人事異動は監査役と協議して行います。 

 
8. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する
体制 
（1）取締役及び使用人は監査役の要請に応じて、会社の事業状況及び内部統制システム
の整備・運用状況の報告を行います。 

（2）内部監査室が行った監査結果や「内部通報・相談窓口」の通報・相談状況について
報告を行います。 

（3）取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実、重大なコンプラ
イアンス違反及び不正行為の事実を知ったときには、速やかに監査役に報告を行い
ます。 

 

9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
（1）取締役及び執行役員で構成される執行会議メンバーとの定期的な会合を持ち、意見
交換及び意思の疎通を図ります。 

（2）会計監査人と定例ミーティングを実施し、情報交換を行っています。 
（3）内部監査室と連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図ります。 
 

 ◎ 本事業報告中の記載数値は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表
(平成22年12月31日現在) 

(単位：千円) 
 

資  産  の  部 負債及び純資産の部 

科    目 金    額 科    目 金    額 
 

流 動 負 債

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税 等

受 注 損 失 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 未 払 金
 

 
420,251

89,108 

33,092 

30,444 

7,286 

162,621 

28,008 

16,045 

29,370 

20,019 

4,253 

2,732

2,732 
 

負 債 合 計 422,984 

 
株 主 資 本

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

 
1,055,162

600,000 

391,755 

391,755 

66,439 

66,439 

66,439 

△3,033 

△395 

△395 

 
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産

有形固定資産 

建 物 

器 具 備 品 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
1,377,714

750,648

78,266

129,482

20,880

301,132

1,317

90,895

8,140

△3,049

100,037

(22,803)

14,025

8,777

(6,343)

4,436

1,907

(70,891)

6,453

152

156

64,128

20,653

△20,653 純 資 産 合 計 1,054,766 

資 産 合 計 1,477,751 負債及び純資産合計 1,477,751 

 
 ◎ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書

(平成22年 1月 1日から平成22年12月31日まで)
 

(単位：千円) 
 

科          目 金          額 

売 上 高  2,419,762 

売 上 原 価  1,850,600 

売 上 総 利 益  569,162 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  493,660 

営 業 利 益  75,502 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,325  

受 取 手 数 料 967  

そ の 他 営 業 外 収 益 340 4,633 

経 常 利 益  80,136 

特 別 利 益   

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2,659 2,659 

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,999  

減 損 損 失 1,200  

固 定 資 産 除 却 損 36 11,236 

税 引 前 当 期 純 利 益  71,559 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  5,120 

当 期 純 利 益  66,439 
 
 ◎ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書

(平成22年 1月 1日から平成22年12月31日まで) 
 

(単位：千円) 
 

株  主  資  本 

資本剰余金 利益剰余金  
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 利益準備金 

平成21年12月31日 残高 1,205,491 1,023,029 － 16,020 

事業年度中の変動額  

資本金から剰余金への振替 △605,491 － 605,491 － 

準備金から剰余金への振替 － △1,023,029 1,023,029 － 

欠 損 填 補 － － △1,236,765 △16,020 

当 期 純 利 益 － － － － 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額）

－ － － － 

事業年度中の変動額合計 △605,491 △1,023,029 391,755 △16,020 

平成22年12月31日 残高 600,000 － 391,755 － 
 

(単位：千円) 
 

株主資本 
評価・ 
換算 
差額等 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

別途積立金
繰越利益 
剰余金 

自己株式
株主 
資本合計

その他
有価証
券評価
差額金 

純資産合計 

平成21年12月31日 残高 20,000 △1,272,785 △3,033 988,722 △650 988,071 

事業年度中の変動額   

資本金から剰余金への振替 － － － － － － 

準備金から剰余金への振替 － － － － － － 

欠 損 填 補 △20,000 1,272,785 － － － － 

当 期 純 利 益 － 66,439 － 66,439 － 66,439 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額）

－ － － － 255 255 

事業年度中の変動額合計 △20,000 1,339,224 － 66,439 255 66,695 

平成22年12月31日 残高 － 66,439 △3,033 1,055,162 △395 1,054,766 
 
 ◎ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 
◎重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券  

     時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法に基づき算定) 

     時価のないもの………………移動平均法に基づく原価法 

 2. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品及び仕掛品…………………個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法） 

    貯蔵品……………………………総平均法に基づく原価法 

 3. 固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産…………………平成19年3月31日以前に取得したもの  旧定率法 

（リース資産を除く）       平成19年4月 1日以降に取得したもの  定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 10～18年  器具備品 2～15年 

また、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっております。 

    無形固定資産…………………市場販売目的のソフトウェア 

（リース資産を除く） 見込有効期間（３年）における見込販売数量に基づ

く償却額と販売可能な残存有効期間（３年以内）に基

づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上

しております。 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

    リース資産……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算

定する定額法によっております。 

なお、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

 4. 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

     外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 
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 5. 引当金の計上基準  

    貸 倒 引 当 金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

    賞 与 引 当 金…………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期

負担額を計上しております。 

    受注損失引当金…………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

において、将来の損失が見込まれ、かつ当該損失額を

合理的に見積もることができるものについて、翌事業

年度以降の損失見込額を計上しております。 

 6. 収益及び費用の計上基準  

    受注制作のソフトウェアに係…

る収益及び費用の計上基準 

当事業年度に着手したソフトウェア開発契約から当事

業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られる受注契約については工事進行基準（進捗率の見

積りは原価比例法)を、その他の受注契約については工

事完成基準(検収基準)を適用しております。 

 7. 消費税等の会計処理方法…………消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

◎会計方針の変更 

（工事契約に関する会計基準の適用） 

 受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準(検収基準)

を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12

月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成

19年12月27日）を当事業年度より適用し、当事業年度に着手した受注契約から進捗部分につい

て成果の確実性が認められる受注契約については工事進行基準(進捗率の見積りは原価比例法)

を、その他の受注契約については工事完成基準(検収基準)を適用しております。 

 なお、この変更に伴い、売上高は627千円、売上総利益、営業利益、経常利益、税引前当期

純利益は217千円それぞれ増加しております。 

 

◎貸借対照表の表示方法の変更 

前事業年度において、流動負債の｢その他｣に含めていた｢受注損失引当金｣は金額的重要性が

増したため、当事業年度より区分掲記することとしました。なお、前事業年度の流動負債の

｢その他｣に含まれる｢受注損失引当金｣は6,661千円であります。 

 

◎貸借対照表に関する注記 

 1. 有形固定資産の減価償却累計額 77,684千円

 2. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

短期金銭債権 504千円 
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 3. 事業年度末満期手形の会計処理 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

受取手形 1,155千円 

 

◎損益計算書に関する注記 

 1. 関係会社との営業取引による取引高の総額 

売上高 15,098千円 

販売費及び一般管理費 475千円 

 

◎株主資本等変動計算書に関する注記 

 1. 当事業年度の末日における発行済株式の総数 

普通株式 28,584株

 2. 当事業年度の末日における自己株式の数 

普通株式 30株
 
◎税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

賞与引当金 7,379千円 

未払事業所税否認 1,054千円 

未払事業税否認 880千円 

未払役員退職金 1,110千円 

貸倒引当金損金算入限度額超過額 9,630千円 

仕掛品評価損否認 16,173千円 

固定資産減損損失否認 8,921千円 

繰越欠損金 424,174千円 

受注損失引当金否認 8,134千円 

その他 923千円 

繰延税金資産小計 478,382千円 

評価性引当額 △478,382千円 

繰延税金資産合計 －千円 

 

◎リースにより使用する固定資産に関する注記 

 1. 当事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額 23,197千円

 2. 当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 19,941千円

 3. 当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 3,483千円
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◎関連当事者との取引に関する注記 

兄弟会社等 
 

属性 
会社等の 
名  称 

議決権等の所有
(被所有)割合
(％) 

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 
取引金額
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

親会社の
子会社 

ティーシー
アイ・ビジ
ネス・サー
ビス株式会
社 

－ 
余資運用
他 

資金の預け入れ
資金の払い戻し
利 息 の 受 取
（注1） 

1,950,000
1,950,000
3,208

― 
― 
― 
 

― 
― 
― 
 

親会社の
子会社 

株式会社ト
ランスコス
モス･テク
ノロジーズ 

－ － 
事 務 管 理 に
関する手数料
（注2） 

967 ― ― 

（注）1. 資金の預け入れについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
2. 事務管理に関する手数料については、両社協議の上、契約に基づいて決定しており
ます。 
3. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 

◎金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

資金運用については、短期的な預金等に限定しており、余剰資金は安全性の高い金融資

産で運用しております。  

なお、デリバティブ取引は、行わない方針であります。  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。  

投資有価証券である株式は、主に業務に関連する企業の株式であります。これらは市場

価格の変動リスク、投資先の信用リスクに晒されておりますが、定期的に時価や投資先企

業の財務諸表等を把握し、適正に評価の見直しを行うとともに、投資価値の回収に努めて

おります。  

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません。 

 
貸借対照表計上額
(千円) 

時価(千円) 差額(千円) 

(1) 現 金 及 び 預 金 750,648 750,648 － 

(2) 受 取 手 形 78,266 78,266 － 

(3) 売 掛 金 129,482 129,482 － 

(4) 投 資 有 価 証 券 5,753 5,753 － 

資 産 計 964,151 964,151 － 

(1) 買 掛 金 89,108 89,108 － 

負 債 計 89,108 89,108 － 

（注１） 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

 資 産 

     (1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金 

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。 

(4) 投資有価証券 

             時価については、取引所の価格によっております。 

         負 債 

         (1) 買掛金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額700千円）を投資有価証券として保有しておりますが、

これらは市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難

と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めておりません。 

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10

日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成

20年３月10日）を適用しております。 

 

◎１株当たり情報に関する注記 

 1. １株当たり純資産額 36,939円37銭

 2. １株当たり当期純利益 2,326円81銭
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事 業 年 度 毎年１月１日から12月31日まで 
  

定 時 株 主 総 会 毎年３月開催 
  

基 準 日 定時株主総会 毎年12月31日 
その他必要がある場合は、あらかじめ公告して
定める日 

  
【株式に関する住所変更等のお届けおよびご照会について】 
 証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出およ
びご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社に口
座を開設されていない株主様は、下記の電話照会先にご連絡ください。 

  
株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 

  
株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  
（郵 便 物 送 付 先） 

 
〒183-8701 
東京都府中市日鋼町１番10 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  
（電 話 照 会 先） 

 
  0120-176-417 

  

(インターネットホームページURL)
http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/ 
retail/service/daiko/index.html 

  
【特別口座について】 
 株券電子化前に「ほふり｣（株式会社証券保管振替機構）を利用され
ていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記の住友信託銀行株
式会社に口座（特別口座といいます｡）を開設いたしました。特別口座
についてのご照会および住所変更等のお届出は、上記の電話照会先にお
願いいたします。 

  
公 告 の 方 法 当社のホームページに掲載します。 

http://www.apptec.co.jp/ 
但し、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載して行います。 

  
  

株主メモ 




